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文京区日常生活用具給付事業実施要綱 

 

１８文福障第１１０５号平成１８年９月２９日 制 定 

１８文福障第２０６２号平成１９年３月１２日一部改正 

１９文福障第２２０６号平成２０年３月２８日一部改正 

２０文福障第 ５４０号平成２０年７月 １日一部改正 

２０文福障第２１８３号平成２０年３月３１日一部改正 

２２文福障第  １１号平成２２年４月 １日一部改正 

２２文福障第２６１０号平成２３年３月３１日一部改正 

２３文福障第２７２９号平成２４年３月３０日一部改正 

２４文福障第２６５９号平成２５年３月２６日一部改正 

２５文福障第 ８０９号平成２５年７月１６日一部改正 

２５文福障第１１２７５号平成２６年３月３１日一部改正 

 ２７文福障第２６１２号平成２８年３月３１日一部改正 

２８文福障第２８５７号平成２９年３月３１日一部改正 

 

 

(趣旨) 

第１条 この要綱は、文京区地域生活支援事業実施要綱(平成１８年９月２７日１８文福障

第   １０７０号）第２条第６号に規定する日常生活用具給付事業(住宅設備改善給付

(居宅生活動作補助用具を含む。)及び点字図書の給付を除く。以下｢事業｣という。)の実施

について、必要な事項を定めるものとする。 

(事業内容) 

第２条 この要綱による事業は、区の区域内に居住する障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下｢法｣という。）第４条第

１項に規定する障害者及び同条第２項に規定する障害児（以下「障害者等」という。）に

対して、日常生活上の便宜を図るための用具（以下「用具」という。）の給付を行う。 

（対象者） 

第３条 事業の対象とする者（以下「対象者」という。）は、別表に規定する種目の区分に

応じ、当該区分に規定する対象者及び区長が特に必要があると認めた者とする。ただし、

次の各号のいずれかに該当する者は、対象者としない。 

 (1) 現に障害者支援施設（独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園を含

む。）に入所している者 

(2) 現に救護施設、養護老人ホーム等に入所している者 

 (3) 現に医療機関に入院している者 

２ 前項ただし書の規定にかかわらず、区長は、次に掲げる者を対象とすることができる。 
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(1) 事業の利用により退所若しくは退院が可能となる者 

(2) 区長が特に必要があると認めた者 

(3) 短期間の入院の者 

(4) Ｔ字状・棒状のつえ、頭部保護帽、点字器、人工喉頭、収尿器、ストマ用装具又は

紙おむつの給付に係る申請をする者 

（対象となる用具の種目、基準額等） 

第４条 事業において給付する用具の種目、性能、耐用年数及び基準額は、別表に掲げる

とおりとする。 

（申請） 

第５条 事業の利用を希望する障害者等（以下「申請者」という。）は、文京区日常生活

用 具給付事業利用申請書（別記様式第１号。以下「申請書」という。）により区長に

申請し、その承認を受けなければならない。 

２ 治療方法が確立していない疾病その他特殊の疾病であって政令で定めるものによ

る障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者（以下「難病患者等」という。）

は、前項の申請書に加え、申請日前３か月以内に発行された医師の診断書（別記様式

第１号の２）を区長に提出するものとする。ただし、区長が診断書の提出を不要と認

めた場合は、この限りでない。 

（利用決定等） 

第６条  区長は、前条の規定による申請について、申請者の健康状態その他必要な事

項を              調査し、事業の利用を適当であると認めたときは

文京区日常生活用具給付事業利用決定通知書（別記様式第２号）により、事業の利用

を不適当であると認めたときは文京区日常生活用具給付事業利用却下通知書（別記様

式第３号）により、申請者に通知する。 

２ 事業の利用決定を行ったときは、日常生活用具給付券（別記様式第４号）を申請者に

交付し、併せて当該日常生活用具を供給する委託業者に対して日常生活用具給付委託決定

通知書（別記様式第５号）を交付する。 

（用具の給付） 

第７条 同一世帯において共用できる用具については、１の世帯につき１の種目の給付を

行うものとする。 

２ 別表に規定する耐用年数を経過する前においては、既に給付を受けている用具と同一

の用具の再度の給付を受けることができない。ただし、区長が必要と認めたときは、この

限りでない。 

（利用者負担） 

第８条 事業を利用する者（以下「事業利用者」という。）が負担する額は、第１号に掲げ

る額から第２号に掲げる額を控除して得た額とする。 

 (1) 用具の給付に要する費用の額 
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(2) 別表に掲げる種目に応じた基準額（用具の給付に要する費用の額が基準額を下回

る場合にあっては、その額）の１００分の９０ 

（他の法令等による給付との調整） 

(3) 別表に掲げる種目のうち、ストマ用装具及び紙おむつの給付に要する費用ついては、

前号の規定中「１００分の９０」とあるのは、「１００分の１００」とする。 

第９条 当該障害者等がその状態につき、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）その他の

法令に基づく給付等により、国又は地方公共団体の負担において、日常生活用具の給付に

相当する給付等が行われるときは、その範囲において行わない。 

（譲渡等の禁止） 

第 10 条 利用者は日常生活用具を、その給付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、転

貸し、又は担保に供してはならない。 

（費用の返還） 

第 11 条 区長は、偽りその他の不正な手段により用具の給付を受けた者があるとき、又は

前条の規定に反して譲渡等をしたときは、その者に当該給付に要した費用の全部又は一部

を返還させることができる。 

（補則） 

第 12 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、福祉部長が別に定める。 

 

 付 則 

  （施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

 （利用者負担に係わる特例措置） 

２ 事業利用者が負担する額は、第８条に規定する額（用具の給付に要する額が別表に掲

げる基準額を上回る場合にあっては、基準額の１割の額）に法第７６条に規定する補装

具の購入又は修理に要する費用の１割の額及び文京区身体障害者(児)住宅設備改善

給付事業実施要綱（６０文福第６２５号）第６条に規定する額(用具の給付に要する

額が別表に掲げる基準額を上回る場合にあっては、基準額の１割の額)を加えた月額

につき、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額を上限額とする。 

(1) 次号に掲げる者以外の者 ３７，２００円 

（2） 市町村民税世帯非課税者（事業利用者及び事業利用者と同一の世帯に属する者

（事業利用者が障害者であるときは、その配偶者に限る。）が事業のあった月の

属する年度（事業のあった月が４月から６月までの場合にあっては、前年度）分

の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定

による特別区民税を含むものとし、同法第３２８条の規定によって課する所得割

を除く。）を課されない者（文京区特別区税条例（昭和３９年１２月文京区条例

第４４号）の規定に基づき当該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該
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市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）であ

る場合における事業利用者をいう。）又は事業利用者及び事業利用者と同一の世

帯に属する者が事業のあった月において被保護者（生活保護法（昭和２５年法律

第１４４号）第６条第１項に規定する被保護者をいう。）若しくは要保護者（同

条第２項に規定する要保護者をいう。）である者 零 

  (給付に要する費用に係る特例措置) 

 

   付 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。 

    

付 則 

１ この要綱は、平成２０年７月１日から施行する。 

２ 平成２０年７月１日前の費用の納入に係る改正前の文京区日常生活用具

給付事業実施要綱付則第２項の適用については、なお従前の例による。  

 

付 則 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から適用する。 

２ この要綱の施行の日前の費用の納入に係る改正前の文京区日常生活用具給

付事業実施要綱付則第２項の適用については、なお従前の例による。   

 

   付 則 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から適用する。 

２ この要綱の施行の日前の費用の納入に係る改正前の文京区日常生活用具給

付事業実施要綱付則第２項の適用については、なお従前の例による。   

 

付 則 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から適用する。 

２ この要綱の施行の日前の費用の納入に係る改正前の文京区日常生活用具給

付事業実施要綱付則第２項の適用については、なお従前の例による。   

 

   付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前の費用の納入に係る改正前の文京区日常生活用具給

付事業実施要綱付則第２項の適用については、なお従前の例による。   
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３ この要綱の施行の際、改正前の文京区日常生活用具給付事業実施要綱に規定する様

式による用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年７月１６日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前の費用の納入に係る改正前の文京区日常生活用具給

付事業実施要綱付則第２項の適用については、なお従前の例による。   

３ この要綱の施行の際、改正前の文京区日常生活用具給付事業実施要綱に規定する様

式による用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前の費用の納入に係る改正前の文京区日常生活用具給

付事業実施要綱付則第２項の適用については、なお従前の例による。   

３ この要綱の施行の際、改正前の文京区日常生活用具給付事業実施要綱に規定する様

式による用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前の費用の納入に係る改正前の文京区日常生活用具給

付事業実施要綱付則第２項の適用については、なお従前の例による。   

３ この要綱の施行の際、改正前の文京区日常生活用具給付事業実施要綱に規定する様

式による用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前の費用の納入に係る改正前の文京区日常生活用具給

付事業実施要綱付則第２項の適用については、なお従前の例による。   



6 

【届出_根拠規範】13_東京都文京区_1_12② 

３ この要綱の施行の際、改正前の文京区日常生活用具給付事業実施要綱に規定する様

式による用紙で現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

 


